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地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第９項の規定に基づき、

令和４年度行政監査の結果に関する報告を次のとおり提出する。  
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第１ 監査の概要 

 

１ 監査のテーマ選定とその趣旨 

   テーマ「自動体外式除細動器（ＡＥＤ）の設置及び管理状況等について」 

  自動体外式除細動器（以下「ＡＥＤ」という。）は、平成１６年７月から非医療

従事者による使用が認められるようになったことから、公共施設を中心に普及が

進み、現在では多くの区施設等に設置されている。 

一方で、ＡＥＤは、医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関

する法律（昭和３５年法律第１４５号）により高度管理医療機器及び特定保守管理

医療機器に指定されており、適切な管理が行われなければ、人の生命及び健康に重

大な影響を与えるおそれがある医療機器であることから、救命救急においてＡＥ

Ｄが使用される際に、その管理不備により性能を発揮できないなどの重大な事態

の発生を防止するため、厚生労働省から平成２１年４月１６日付けで各都道府県

知事あてにＡＥＤの適切な管理等に関する注意喚起がなされている。 

しかしながら、それ以降も維持管理が適切に行われていない実態が見られると

して、厚生労働省から平成２５年９月２７日付けでＡＥＤの適切な管理等の実施

について再周知の依頼がなされている。 

こうした状況から、施設におけるＡＥＤの設置状況や適切な管理が行われてい

るか等を把握・検証することにより、緊急時に迅速かつ適切な利用ができる環境が

整備され、利用者等の安全・安心が確保されることを目的として監査を実施した。 

 

２ 監査対象 

（１） 出張所が入る施設（区民サービスセンターを含む）のＡＥＤの設置及び管

理状況等 

（２） 普通救命講習の実施状況 

 

３ 監査の基本方針 

  ＡＥＤの設置及び管理等が適切に行われ、緊急時に迅速かつ適切な利用が可能

な状態であるか監査を行った。 

 

４ 監査対象部局 

  上記２「監査対象」に該当する部局 

（危機管理対策部、区民部、生涯活躍推進部、福祉部） 
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５ 監査の主な着眼点 

（１） 設置状況は適切か。 

（２） 日常点検は適切に実施されているか。 

（３） 設置場所の表示や誘導のための案内表示は利用者にわかりやすいものとな

っているか。 

（４） 購入や賃貸借契約は計画的かつ経済的に行われているか。また、消耗品の

使用期限等の管理は適切に行われているか。 

（５） ＡＥＤを設置している施設の職員が、その施設内におけるＡＥＤの正確な

設置場所を把握しているか。 

（６） 操作方法の習得は適切に行われているか。 

 

６ 監査の実施方法 

上記４「監査対象部局」に対し、関係書類の提出等を求め、上記３「監査の基本方

針」及び上記５「監査の主な着眼点」に基づき、これら書類の確認及び実査を実施し

た。また、必要に応じて事情聴取を実施した。 

 

７ 監査実施期間 

  令和４年１０月２６日（水）から令和５年３月３日（金）まで 

 

第２ ＡＥＤに関する厚生労働省通知 

 

ＡＥＤの設置及び管理については、平成１６年７月から一般市民にも使用が認

められるようになって以降、厚生労働省から各都道府県知事あてに適切な管理や

適正配置に関する通知が発出されている。 

厚生労働省からの主な通知は、次のとおりである。 

 

 １ 平成１６年７月１日付け医政発第 0701001 号厚生労働省医政局長通知（最終改

正 平成２５年９月２７日付け医政発第 0927第１０号） 

「非医療従事者による自動体外式除細動器（ＡＥＤ）の使用について」 

【通知の内容】 

医師並びに看護師及び救急救命士以外の一般市民によるＡＥＤの使用が認

められるようになったことを受け、その使用条件等を通知したもの。 

 

 ２ 平成２１年４月１６日付け医政発第 0416001 号、薬食発第 0416001 号厚生労働

省医政局長、厚生労働省医薬食品局長通知 

「自動体外式除細動器（ＡＥＤ）の適切な管理等の実施について（注意喚起及び
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関係団体への周知依頼）」 

【通知の内容】 

ＡＥＤの適切な管理等の実施のために、ＡＥＤの設置者等が行うべき事項（点

検担当者の配置、日常点検の実施、消耗品の管理、一般財団法人日本救急医療

財団（以下「財団」という。）へのＡＥＤ設置情報登録の協力依頼等）を通知し

たもの。 

 

３ 平成２５年９月２７日付け医政発 0927 第６号、薬食発 0927 第１号厚生労働省

医政局長、厚生労働省医薬食品局長通知 

「自動体外式除細動器（ＡＥＤ）の適切な管理等の実施について（再周知）」 

【通知の内容】 

一部のＡＥＤの維持管理が適切に行われていない実態が指摘されたため、平

成２１年４月１６日付けの通知を再周知したもの。 

 

４ 平成２５年９月２７日付け医政発 0927第８号厚生労働省医政局長通知 

「自動体外式除細動器（ＡＥＤ）の適正配置に関するガイドラインについて  

（通知）」 

【通知の内容】 

財団が平成２５年９月９日に作成した「ＡＥＤの適正配置に関するガイドラ

イン」を参考にして、ＡＥＤの効果的かつ効率的な設置拡大を進めていくよう

通知したもの。 

 

５ 平成２７年８月２５日付け医政発 0825第７号厚生労働省医政局長通知 

「自動体外式除細動器（ＡＥＤ）設置登録情報の有効活用等について」 

【通知の内容】 

ＡＥＤが必要な場合に有効に使用され、地域の救命率が向上するような医療

提供体制とするため、ＡＥＤ設置者に対して財団へのＡＥＤ設置登録情報の提

供・更新の呼びかけ等の取組をすることやＡＥＤの表示に係る必要な整備を通

知したもの。 

 

６ 令和元年５月１７日付け医政発 0517第１１号厚生労働省医政局長通知 

「自動体外式除細動器（ＡＥＤ）の適正配置に関するガイドラインの補訂につ

いて」 

【通知の内容】 
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平成２５年９月２７日付け医政発 0927 第８号で通知した、財団が作成した

「自動体外式除細動器（ＡＥＤ）の適正配置に関するガイドライン」が補訂さ

れたため、情報提供したもの。 

 

第３ 監査の結果 

 

上記、第１ ５「監査の主な着眼点」に基づき、出張所が入る施設として、１０出張

所、区民サービスセンター、千駄ヶ谷・北参道地域包括支援センター及び渋谷生涯活

躍ネットワーク・シブカツ（以下「シブカツ」という。）に事前調査及び実査を実施し

た。また、普通救命講習の実施状況について、危機管理対策部防災課に書類及び聴取

により確認を行った。 

 

１ ＡＥＤの設置場所 

令和元年５月１７日付け厚生労働省医政局長通知により情報提供されている、

財団が取りまとめた「ＡＥＤの適正配置に関するガイドライン」（平成３０年１２

月２５日付け補訂。以下「ガイドライン」という。）によれば、「心停止発生から長

くても５分以内にＡＥＤの装着ができる体制が望まれる。そのためには、施設内の

ＡＥＤはアクセスしやすい場所に配置されていることが望ましい。」とされている。 

実査を実施した１０出張所が入る施設において、ＡＥＤ設置場所の前やＡＥＤ

の設置場所までの通路等に障害となるものは置かれていなかった。一方で、ＡＥＤ

１０台のうち９台については施設の全職員がすぐに使用できる場所に設置されて

いたが、氷川出張所、区民サービスセンター及びシブカツ（以下「区民施設」とい

う。）が入る民間施設であるところの渋谷ヒカリエ（渋谷区渋谷２丁目２１番１号）

８階フロアにおいては、区民施設からＡＥＤ設置場所まで１００ｍ程の距離があ

り、設置場所まで誘導する案内表示も確認できなかった。区民施設を管理する生涯

活躍推進部からは、建物の管理者が設置したＡＥＤとは別にＡＥＤが必要と判断

し、設置に向けて準備を進めていくとの報告を受けている。ＡＥＤが必要な時に、

速やかに使用できるような配置となることを期待する。 

今回の監査対象以外の施設においても、ガイドラインを踏まえ、心停止発生から

長くても５分以内にＡＥＤを装着できる場所に設置がされているか改めて検証し、

必要に応じて設置場所の変更や追加の設置を検討されたい。 

 

２ 日常点検の実施状況 

平成２１年４月１６日付け厚生労働省医政局長、厚生労働省医薬食品局長通知

では、「ＡＥＤの設置者（ＡＥＤの設置・管理について責任を有する者。施設の管
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理者等。）は、設置したＡＥＤの日常点検等を実施する者として「点検担当者」を

配置し、日常点検等を実施させて下さい。」とされており、さらには「ＡＥＤ本体

のインジケータのランプの色や表示により、ＡＥＤが正常に使用可能な状態を示

していることを日常的に確認し、記録してください。」として、日常点検の実施と

点検記録を付けるよう求めている。 

日常点検を実施し、点検記録を付けている施設もあったが、定期点検は実施し

ているものの、日常点検は実施していない施設があった。また、多くの施設にお

いて、点検記録を付けていなかった。 

日常点検は、ＡＥＤが正常に使用できる状態を維持するために重要である。Ａ

ＥＤ機器本体には、ＡＥＤが正常に使用可能な状態かどうかを毎日自動で確認す

るセルフチェック機能があり、その結果がインジケータに表示される。インジケ

ータによる日常点検を実施するとともに、点検漏れを防ぐためにも、日々点検記

録を付けられたい。 

なお、点検結果を記録する表は、ＡＥＤ製造業者各社から示されているので参

考にされたい。 

 

３ ＡＥＤの設置表示・案内表示 

平成２７年８月２５日付け厚生労働省医政局長通知では、「ＡＥＤが必要な時に

ＡＥＤを設置している場所にたどり着けるよう、施設の入口においてはステッカ

ーを表示すること、施設内ではＡＥＤの設置場所まで誘導する案内表示を置くこ

となどの取組をすること。」とされている。また、ガイドラインでは、「ＡＥＤの配

置場所が容易に把握できるように施設の見やすい場所に配置し、位置を示す掲示、

あるいは位置案内のサインボードなどを適切に掲示することが求められる。」とさ

れている。 

ＡＥＤ設置シールの掲示状況については、渋谷ヒカリエを除く各施設において

入口付近に掲示されていた。しかしながら、一部の施設において、入口にＡＥＤ

設置シールを掲示しているものの、入口が道路に面していないために近隣住民や

通行人からは見えにくい、あるいは、施設の内側に向けてＡＥＤ設置シールを掲

示し近隣住民や通行人からは見えない状態となっていた。今後は、近隣住民や通

行人にもＡＥＤ設置が認識できるような掲示となるよう工夫されたい。 

 

４ ＡＥＤ本体及び消耗品の管理状況 

（１） ＡＥＤ本体の管理状況 

ＡＥＤは高度管理医療機器及び特定保守管理医療機器であり、その品質、

有効性及び安全性の確保を維持する期間を明確化するために、耐用期間が設

定されている。ＡＥＤ本体の耐用期間が経過しているものはなかった。ＡＥ

Ｄ本体又は収納ケース等には、購入日及び耐用期間が記載された表示ラベル
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が取り付けられており、この表示ラベルの確認等により適正に管理されてい

た。 

（２） 消耗品（電極パッド・バッテリー）の管理状況 

消耗品の使用期限が経過しているものはなかった。消耗品の交換時期につ

いても、表示ラベルに記載されており、表示ラベルの確認等により適正に管理

されていた。 

 

ＡＥＤ本体及び消耗品の管理が適正に行われていたことについては、各施設が

日頃から表示ラベルの確認を行っていたことに加え、所管部が本体及び消耗品の

交換時期の予定を通知していたことによる。ＡＥＤ本体及び消耗品の買い換え予

定が計画的に実施されるようスケジュール管理されていたことは、評価に値する。

今後も、計画的かつ経済的・効率的な調達に努められたい。 

 

５ ＡＥＤの設置場所の周知 

ＡＥＤの施設内での配置について、ガイドラインでは、「ＡＥＤを設置した施設

の全職員が、その施設内におけるＡＥＤの正確な設置場所を把握していることが

求められる。」とされている。 

新規採用職員や異動職員等への周知などにより、各施設の全職員がＡＥＤの正

確な設置場所を把握していた。 

 

６ ＡＥＤの操作方法等の習得状況 

ガイドラインにおいて、「ＡＥＤの教育と訓練に当たっては、ＡＥＤ設置施設の

関係者とそれ以外の一般人に分けて対策を進めることが有効かつ効率的と思われ

る。」とし、ＡＥＤ設置施設関係者は、より高い頻度でＡＥＤを用いた救命処置を

必要とする現場に遭遇する可能性があるため、ＡＥＤを含む心肺蘇生の訓練を定

期的に受けておく必要がある旨が示されている。 

ＡＥＤを用いた心肺蘇生法については、ほとんどの職員が普通救命講習を受講

し習得していたが、平成２８年度より、普通救命講習の対象者を、学校、保育園、

幼稚園、敬老館、区民会館職員及び新規採用職員等に限定しているため、普通救

命講習の受講から時間が経過している職員も多かった。 

心停止の現場に遭遇した際に、ためらうことなくＡＥＤを使用するためには、

ＡＥＤの操作方法を習得していることが望ましい。また、反復かつ継続して習得

することが効果的である。所管部においては、例えば、普通救命講習対象者の拡

大やｅラーニングの活用などにより、全職員が定期的かつ継続的にＡＥＤの操作
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方法を習得できる環境づくりに努められたい。  

 

７ ＡＥＤ設置場所の情報提供 

区ホームページには、ＡＥＤの設置場所が公表されていた。また、区内の救命

率向上と安全・安心なまちづくりを推進することを目的として、令和２年３月に

区、セコム株式会社、株式会社セブン-イレブン・ジャパンの３者で「コンビニエ

ンスストアへの自動体外式除細動器（ＡＥＤ）設置による安全・安心なまちづく

りの推進に係る協定」を締結し、令和２年４月より区内のセブン-イレブン各店舗

にＡＥＤが設置されていることから、セブン-イレブンの店舗に設置されたＡＥＤ

の一覧についても、区ホームページに公表されていた。 

ＡＥＤの設置情報は、必要な時にＡＥＤが迅速な使用を可能とする非常に有効

な手段である。所管部においては、引き続き、最新かつ正確な設置情報が提供で

きるよう、区ホームページの情報を適時適切に更新されたい。 

 

第４ 総括意見 

 

ＡＥＤを使用する事態は、いつでも、どこにおいても発生する可能性がある。 

ＡＥＤを設置している施設の所管部においては、救急救命時にＡＥＤが適正に使

用されるよう、厚生労働省や財団からの通知等を再確認し、ＡＥＤの適切な維持・

管理に努められたい。 

また、既存のＡＥＤの適切な維持・管理を行うのみならず、不足しているＡＥＤ

がないかについても再検証し、必要な場所にはＡＥＤの追加設置を検討されたい。 

一方で、区施設のＡＥＤ使用時間は施設の開設時間に限られることから、民間企

業等を活用し、ＡＥＤが使用可能な施設・時間帯等を増やしていくことは、非常に

有効な手段であると考える。今後も、民間企業等と連携し、ＡＥＤが使用できる施

設・時間帯等を増やしていくことについても検討されたい。 

さらに、全職員がＡＥＤを使用した救命処置が迅速かつ円滑に行えるよう、定期

的かつ継続的にＡＥＤの操作方法を学ぶことができる環境が整備されることを期待

する。 

今回の監査結果が、ＡＥＤを設置している各施設において十分に生かされ、心停

止発生時にＡＥＤを使用した救命処置が迅速かつ円滑に行われることで、より多く

の命を救うことができることを切に望むものである。 


